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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動通信システムの移動局で専用制御チャネル(ＤＰＣＣＨ)信号を伝送する方法におい
て、
　基地局から断続開始時点を示す断続メッセージと断続パターンを受信する過程と、
　前記断続開始時点に到達したとき、前記断続パターンに従って前記専用制御チャネル信
号を断続伝送する過程と、を含むことを特徴とする前記方法。
【請求項２】
　前記専用制御チャネル信号はフレームフォーマットを有し、前記フレームは多数のスロ
ットを含み、前記予め決定されたパターンは前記専用制御チャネル信号を断続伝送するた
めのパターンであることを特徴とする請求項１に記載の前記方法。
【請求項３】
　前記専用制御チャネル信号は少なくとも電力制御ビットを含むことを特徴とする請求項
１に記載の前記方法。
【請求項４】
　前記専用制御チャネル信号はパイロットシンボル、伝送データフレームのフォーマット
、及び前記基地局が送信ダイバシティーアンテナを使用する場合、少なくとも２個のアン
テナ間の少なくとも一つの位相差のためのＦＢＩビットを含むことを特徴とする請求項２
に記載の前記方法。
【請求項５】
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　前記予め決定されたパターンは、予め決定されたスロットでの前記パイロットシンボル
、前記伝送データフレームのフォーマット、前記電力制御ビット及び前記ＦＢＩビットを
断続伝送するためのパターンであることを特徴とする請求項４に記載の前記方法。
【請求項６】
　前記移動局が専用データチャネル(ＤＰＤＣＨ)データを前記基地局に伝送する間、前記
逆方向専用制御チャネル信号は連続的に送信されることを特徴とする請求項３に記載の前
記方法。
【請求項７】
　前記専用データチャネルデータの送信電力は正常的な送信より増加することを特徴とす
る請求項６に記載の前記方法。
【請求項８】
　移動通信システムの移動局送信装置において、
　パイロットシンボルと、専用データチャネル(ＤＰＤＣＨ)フレームのフレームフォーマ
ットを示す伝送データフレームのフォーマットと、ダイバシティーアンテナ信号のフィー
ドバック情報のためのＦＢＩビットと、順方向送信電力を制御するための電力制御ビット
を伝送するための専用制御チャネル(ＤＰＣＣＨ)と、
　基地局から断続開始時点を示す断続メッセージと断続パターンを受信する受信器と、
　前記専用制御チャネル信号を断続するためのスイッチと、
　前記断続開始時点に到達したとき、前記断続パターンによって前記フレーム内で前記専
用制御チャネル信号が断続伝送されるように前記スイッチを断続制御するための制御器と
、を含むことを特徴とする移動通信システムの移動局送信装置。
【請求項９】
　前記予め決定されたパターンは、予め決定されたスロットで前記専用制御チャネル信号
を断続送信するためのパターンであることを特徴とする請求項８に記載の移動局送信装置
。
【請求項１０】
　前記専用制御チャネル信号は電力制御情報を含むことを特徴とする請求項８に記載の移
動局送信装置。
【請求項１１】
　前記専用制御チャネル及び前記専用データチャネルのそれぞれはチャネル分離のための
直交符号により拡散され、前記チャネル信号のそれぞれには予め決定された利得値が乗算
されることを特徴とする請求項９に記載の移動局送信装置。
【請求項１２】
　前記予め決定されたパターンは、フレームの全体スロット中の予め決定されたｎ番目ス
ロットでの前記パイロットシンボル、前記伝送データフレームのフォーマット、前記ＦＢ
Ｉビット、及び前記電力制御ビットを断続伝送するためのパターンであることを特徴とす
る請求項１１に記載の移動局送信装置。
【請求項１３】
　前記制御器は、前記移動局が前記専用データチャネルデータを伝送する場合、前記専用
制御チャネル信号を正常的に制御することを特徴とする請求項１０に記載の移動局送信装
置。
【請求項１４】
　移動通信システムの制御情報伝送方法において、
　基地局が移動局に伝送するデータを有しているかを判断する(ａ)過程と、
　予め設定された時間の間、前記伝送するデータがない場合、断続スタート時点を示す断
続メッセージ及び断続パターンを前記移動局に伝送する(ｂ)過程と、
　前記移動局に第１制御情報を伝送するための順方向専用制御チャネル上で、断続パター
ンである第１のパターンによって第１制御情報を断続伝送する(ｃ)過程と、
　前記移動局が前記基地局に伝送するデータを有しているかを判断し、予め設定された時
間の間、前記伝送するデータがない場合、断続を要求する断続要求メッセージを基地局に
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伝送する(ｄ)過程と、
　前記移動局が前記基地局から前記断続メッセージを受信し、前記断続スタート時点に至
った時、前記基地局へ情報を伝送するための逆方向専用制御チャネル上で一つのフレーム
内の予め決定された第２パターンに従って、前記第２制御情報を断続伝送する(ｅ)過程と
、からなることを特徴とする移動通信システムの制御情報伝送方法。
【請求項１５】
　前記順方向専用制御チャネル上のフレームは、多数のスロットに分割され、
　前記予め決定された第１パターンは、予め決定されたスロットで前記第１制御情報を断
続伝送するためのパターンであることを特徴とする請求項１４に記載の前記方法。
【請求項１６】
　前記第１制御情報は電力制御情報を含むことを特徴とする請求項１４に記載の前記方法
。
【請求項１７】
　前記第１制御情報はパイロットシンボル、伝送データフレームのフォーマットに係る第
１情報、及び電力制御のための第２情報を含むことを特徴とする請求項１５に記載の前記
方法。
【請求項１８】
　前記予め決定された第１パターンは、予め決定されたｎ番目のスロットで前記パイロッ
トシンボル、前記第１情報、及び前記第２情報を断続伝送するためのパターンであること
を特徴とする請求項１７に記載の前記方法。
【請求項１９】
　前記予め決定された第１パターンは、予め決定されたｎ番目のスロットでの前記パイロ
ットシンボルと、ｎ＋１番目のスロットでの前記第１情報及び前記第２情報を１組として
断続伝送するためのパターンであることを特徴とする請求項１７に記載の前記方法。
【請求項２０】
　前記第１制御情報の断続伝送中に、前記基地局が前記移動局に伝送するデータを発生す
る場合、前記電力制御情報の断続伝送は維持されることを特徴とする請求項１５に記載の
前記方法。
【請求項２１】
　前記逆方向専用制御チャネル上のフレームは多数のスロットに分割され、前記予め決定
された第２パターンは予め決定されたスロットで前記第２制御情報を断続伝送するための
パターンであることを特徴とする請求項１４に記載の前記方法。
【請求項２２】
　前記第２制御情報は電力制御情報を含むことを特徴とする請求項２１に記載の前記方法
。
【請求項２３】
　前記第２制御情報はパイロットシンボル、伝送データフレームのフォーマットに係る第
１情報、前記基地局が送信ダイバシティーアンテナを使用する時、少なくとも二つのアン
テナ間の少なくとも一つの位相差に対する情報を要請するための第２情報、及び電力制御
のための第３情報を含むことを特徴とする請求項２１に記載の前記方法。
【請求項２４】
　前記予め決定された第２パターンは、予め決定されたスロット中で前記パイロットシン
ボル、前記第１情報、前記第２情報及び前記第３情報を断続伝送するためのパターンであ
ることを特徴とする請求項２１に記載の前記方法。
【請求項２５】
　前記第２制御情報の断続伝送中に、前記移動局が前記基地局に伝送するデータを有する
場合、前記電力制御情報の断続伝送は維持されることを特徴とする請求項２２に記載の前
記方法。
【請求項２６】
　前記第２制御情報の断続伝送中に、前記移動局が前記基地局に伝送するデータを有する
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場合、前記第２情報及び前記第３情報の断続伝送は維持されることを特徴とする請求項２
３に記載の前記方法。
【請求項２７】
　前記予め決定された第１パターンと前記予め決定された第２パターンの間には時間オフ
セットがあることを特徴とする請求項１４に記載の前記方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は符号分割多重接続(Code Division Multiple Access：以下、ＣＤＭＡ)方式の移
動通信システムに関するもので、特に、専用チャネル(Dedicated Channel)の割り当てに
より、別途の再同期獲得のための過程が不要になるようにするための断続送信装置及び方
法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来のＣＤＭＡ方式の移動通信システムは音声サービスを主として提供したが、音声のみ
ならず、高速のデータ伝送サービスを提供するＩＭＴ－２０００規格の移動通信システム
に発展するに至った。前記ＩＭＴ－２０００規格では高品質の音声、動画像及びインター
ネット検索などのサービスが可能である。
【０００３】
前記移動通信システムで行われるデータ通信の特性は、データが瞬間的に集中して発生し
、相対的にデータの伝送が行われない状態が長く持続される休止状態が頻繁に発生する点
である。従って、次世代の移動通信システムではデータ通信サービス時に、トラヒックデ
ータの伝送が行われる間には専用データチャネルを通じてトラヒックデータを伝送し、基
地局、または移動局が伝送するトラヒックデータがない場合にも一定時間の間、前記専用
データチャネルをそのまま維持させる方式を用いている。前記移動通信システムは専用の
トラヒックチャネル(Traffic Channel)を通じてトラヒックデータを伝送した後、伝送す
るトラヒックデータがない場合にも一定時間の間、基地局と移動局間の専用トラヒックチ
ャネルを維持する。これは、伝送するトラヒックデータの発生時、同期再獲得などにより
発生する遅延時間を最小化するためである。
【０００４】
本発明においては、移動通信システムがＵＴＲＡ(ＵＭＴＳ(Universal Mobile Telecommu
nications System) Terrestrial Radio Access)システムである場合を例として説明する
。このような移動通信システムでは音声のみならず、パケットのようなデータサービスを
提供するためには、チャネルの割り当て状況や状態情報の有無に従って各種の状態が必要
である。例えば、セル連結状態、使用者データ活性副状態及び制御維持副状態などに対す
る状態遷移度は、３ＧＰＰ ＲＡＮ ＴＳ Ｓ２ シリーズ(Ｓ２．０３、９９．０４)文書に
詳細に記載されている。
【０００５】
図１Ａは移動通信システムのセル連結状態(Cell Connected State)内での状態遷移(State
 Transition)を示している。前記図１Ａを参照すると、セル連結状態は示したようにＰＣ
Ｈ(Paging Channel)状態、ＲＡＣＨ(Random Access Channel)／ＤＳＣＨ(Downlink Share
d Channel)状態、ＲＡＣＨ(Random Access Channel)／ＦＡＣＨ(Forward link Access Ch
annel)状態、ＤＣＨ(Dedicated Channel)／ＤＣＨ、ＤＣＨ／ＤＣＨ＋ＤＳＣＨ、ＤＣＨ
／ＤＳＣＨ＋ＤＳＣＨ Ctrl(Control Channel)状態などを含む。
【０００６】
図１Ｂは前記ＤＣＨ／ＤＣＨ、ＤＣＨ／ＤＣＨ＋ＤＳＣＨ、ＤＣＨ／ＤＳＣＨ＋ＤＳＣＨ
 Ctrl状態内の使用者データの活性副状態(User data active substate)及び制御維持副状
態(Control only substate)を示している。本発明は前記の状態において、予め設定され
た時間の間、伝送するトラヒックデータがない状態(例えばＤＣＨ／ＤＣＨの制御維持副
状態)に関するものである。
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【０００７】
音声サービスを主として提供する従来のＣＤＭＡ移動通信システムでは、データの伝送が
終了されるチャネルを解除した後、さらに伝送するデータがある場合、さらにチャネルを
接続してデータを伝送する方式を使用した。しかし、従来のチャネル割り当て方法は再接
続時間遅延などの遅延要素が多くてパケットデータサービスには不向きである。従って、
音声サービスのみならず、パケットデータサービスなどの他のサービスを提供するために
は、改善されたデータ伝送方法が要求される。
【０００８】
例えば、インターネットアクセス及びファイルダウンロードのようなパケットデータサー
ビスの場合、データ伝送が間欠的に遂行される場合が多い。従って、ある程度のパケット
データを伝送した後、次のパケットデータを伝送するまで、データを伝送しない期間が発
生するようになる。この期間に従来のデータ伝送方式を使用すると、専用データ(または
トラヒック)チャネルを解除するか、または専用データチャネルをそのまま維持すべきで
ある。前記専用データチャネルを解除すると、再接続するために長い時間が必要であり、
専用データチャネルをそのまま維持すると、チャネルの浪費をもたらすようになる。
【０００９】
このような問題点を解決するために、基地局と移動局間に専用制御チャネル(Dedicated C
ontrol Channel)を設けて、データが送受信されている期間には、専用データチャネルに
関連された制御信号を送受信し、データが送受信されていない期間には、専用データチャ
ネルは解除し、専用制御チャネルのみを維持する。このような状態を制御維持副状態(Con
trol Only Substate)という。
【００１０】
基地局から移動局への順方向(Downlink)、または移動局から基地局への逆方向(Uplink)に
は次のような物理チャネルがある。下記の説明において、本発明の範囲を外れる他の物理
チャネルに対する説明は省略するものとする。本発明の物理チャネルには、同期獲得及び
チャネル推定のためのパイロットシンボルなどが含まれている専用制御チャネル(Dedicat
ed Physical Control Channel、以下、ＤＰＣＣＨ)と、特定移動局とトラヒックデータを
通信する専用データチャネル(Dedicated Physical Data Channel、以下、ＤＰＤＣＨ)な
どがある。前記順方向ＤＰＤＣＨはトラヒックデータからなり、順方向ＤＰＣＣＨは伝送
データのフォーマットに係る情報(Transport Format Combination Indicator、以下、Ｔ
ＦＣＩ)、電力制御のための命令である電力制御情報(ビット)(Transmit Power Control、
以下、ＴＰＣ)、受信器(基地局、または移動局機)が位相補償できるようにするための基
準位相を提供するパイロットシンボルのような制御情報が一つのスロット(電力制御群)に
含まれる。前記ＤＰＤＣＨ及びＤＰＣＣＨはダウンリンクでは一つの電力制御群内に時間
的にマルチプレシングされ、アップリンクでは相異なる直交符号により分離される。
【００１１】
参考的に、下記ではフレーム長さが１０msecであり、一つのフレーム内に電力制御群(Pow
er Control Group)が１６個存在する場合、即ち、一つの電力制御群の長さが０．６２５m
secである場合について説明する。また、フレームの長さが１０msecであり、一つのフレ
ーム内に電力制御群(Power Control Group)が１５個存在する場合、即ち、電力制御群の
長さが０．６６７msecである場合についても説明する。下記の説明において、電力制御群
(０．６２５msec、または０．６６７msec)とスロット単位(０．６２５ms、または０．６
６７msec)は同一時間間隔を有すると仮定する。前記電力制御群(またはスロット)はダウ
ンリンクではパイロットシンボル、トラヒックデータ、伝送データのフォーマットに係る
情報(ＴＦＣＩ)、電力制御情報(ＴＰＣ)に構成される。前記値は本発明を説明するために
選択された値だけであり、必須的な要素ではない。
【００１２】
図２Ａは前記順方向ＤＰＤＣＨとＤＰＣＣＨを含むスロット(Slot)構造図である。前記図
２ＡでＤＰＤＣＨはトラヒックデータ１(Data１)とトラヒックデータ２(Data２)に区分さ
れているが、トラヒックデータの種類に従ってトラヒックデータ１は存在しなく、トラヒ
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ックデータ２のみが存在することもある。下記の表１は、順方向ＤＰＤＣＨ／ＤＰＣＣＨ
フィールドを構成するシンボルに対する例を示したもので、データの伝送速度及び拡散因
子などによって、一つのスロット内のＴＦＣＩ、ＴＰＣ、パイロットビットの個数が変わ
る場合もある。
【００１３】
一方、移動局から基地局への逆方向ＤＰＤＣＨ及びＤＰＣＣＨは、順方向ＤＰＤＣＨ及び
ＤＰＣＣＨと異なり、チャネル区分コードによって区分されている。
【００１４】
図２Ｂは前記逆方向ＤＰＤＣＨ及びＤＰＣＣＨを含むスロット構造図である。前記図２Ｂ
でスロット内のＴＦＣＩ、ＦＢＩ、ＴＰＣ、パイロットビットの個数は、トラヒックデー
タの種類を変化させる提供されたサービス、送信アンテナダイバシティー、またはハンド
オーバのような状況に従って変わることができる。前記ＦＢＩ(FeedBack Information)は
基地局が送信ダイバシティー(transmit diversity)アンテナを使用する時、二つのアンテ
ナ間の位相差に対する情報を移動局が要請する情報である。下記の表２及び表３は逆方向
ＤＰＤＣＨフィールドと逆方向ＤＰＣＣＨフィールドを構成するシンボルに対する例を示
したものである。
【００１５】
【表１】

【００１６】
【表２】
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【００１７】
【表３】

【００１８】
前記表１、表２及び表３はトラヒックチャネルであるＤＰＤＣＨが一つである場合を示し
たものであり、サービス種類に従って第２、第３、第４ＤＰＤＣＨが存在することができ
、順方向及び逆方向に関わりなく多数のＤＰＤＣＨが存在することができる。ここで、Ｓ
Ｆは拡散係数(Spreading Factor)を示す。
【００１９】
従来の移動通信システム(基地局送信器及び移動局送信器)のハードウェア構成図を図３Ａ
及び図３Ｂを参照して説明すると、次のようである。以下、本発明の基地局送信器及び移
動局送信器の説明において、トラヒックチャネルであるＤＰＤＣＨが３個存在する場合を
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例として説明するが、前記ＤＰＤＣＨの個数は少なくとも１個以上であり、個数に制限さ
れない。
【００２０】
図３Ａは従来の基地局送信器の構成を示している。
【００２１】
前記図３Ａを参照すると、乗算器１１１、１２１、１３１、１３２は、チャネル符号化及
びインタリビングを遂行したＤＰＣＣＨ信号及びＤＰＤＣＨ1、ＤＰＤＣＨ2、ＤＰＤＣＨ

3信号のそれぞれに利得係数Ｇ1，Ｇ2，Ｇ3，Ｇ4をかけるための装置である。前記利得係
数Ｇ1，Ｇ2，Ｇ3，Ｇ4はサービスの種類やハンドオーバ状況などのように、状況によって
それぞれ異なる値を有することもできる。マルチプレクサー(多重化器)１１２はＤＰＣＣ
Ｈ信号とＤＰＤＣＨ1信号を時間的にマルチプレクシング(多重化)して、前記図２Ａのよ
うなスロット構造を有するようにする。第１Ｓ／Ｐ１１３は直並列変換器として前記マル
チプレクサー１１２の出力をＩチャネルとＱチャネルに分配するための装置である。第２
Ｓ／Ｐ１３３及び第３Ｓ／Ｐ１３４はＤＰＤＣＨ2及びＤＰＤＣＨ3を直並列変換してＩチ
ャネルとＱチャネルに分配するための装置である。前記直並列変換されたＩチャネル及び
Ｑチャネル信号は、乗算器１１４、１２２、１３５、１３６、１３７、１３８で前記信号
を拡散及びチャネル区分するためにチャネル区分コード(Channelization code)Ｃch1、Ｃ

ch2、Ｃch3とかけられる。前記チャネル区分コードには直交符号が用いられる。
【００２２】
前記乗算器１１４、１２２、１３５、１３６、１３７、１３８でチャネル区分コードとか
けられたＩチャネル及びＱチャネル信号出力は、それぞれ第１合算器１１５と第２合算器
１２３で合算される。Ｉチャネル信号は第１合算器１１５で合算され、Ｑチャネル信号は
第２合算器１２３により合算される。前記第２合算器１２３の出力は位相遷移器１２４に
より９０°位相遷移される。合算器１１６は第１合算器１１５の出力と位相遷移器１２４
の出力を合算して複素信号Ｉ＋ｊＱ信号を生成する。乗算器１１７は前記複素信号を基地
局別に割り当てられたＰＮシーケンス(Cscramb)によりスクランブリングし、信号分離器
１１８は前記スクランブリングされた信号を実数部分と虚数部分に分離し、Ｉチャネル及
びＱチャネルに分配する。前記信号分離器１１８の出力はＩチャネル及びＱチャネル別に
低域ろ波器１１９と１２５を通過して、帯域幅が制限された信号が生成される。前記ろ波
器１１９、１２５の出力信号は乗算器１２０と１２６でそれぞれ搬送波(cos{2πfct},sin
{2πfct})とかけられて高周波帯域に遷移され、合算器１２７は前記高周波帯域に遷移さ
れたＩチャネルとＱチャネルの信号を合わせて出力する。
【００２３】
図３Ｂは従来の移動局送信器の簡略な構成を示している。
【００２４】
前記図３Ｂを参照すると、乗算器２１１、２２１、２２３、２２５はチャネル符号化及び
インタリビングが行われたＤＰＣＣＨ信号及びＤＰＤＣＨ1、ＤＰＤＣＨ2、ＤＰＤＣＨ3

信号のそれぞれに、拡散及びチャネル区分のためのチャネル区分コード(Channelization 
code)Cch1、Cch2、Cch3、Cch4をかける装置である。前記チャネル区分コードには直交符
号が使用される。チャネル区分コードとかけられた前記乗算器２１１、２２１、２２３、
２２５の出力は乗算器２１２、２２２、２２４、２２６でそれぞれ利得係数Ｇ1，Ｇ2，Ｇ

3，Ｇ4とかけられる。前記利得係数Ｇ1，Ｇ2，Ｇ3，Ｇ4はそれぞれ異なる値を有すること
もできる。前記乗算器２１２、２２２の出力は第１合算器２１３で合算されＩチャネル信
号に出力され、乗算器２２４、２２６の出力は第２合算器２２７で合算されＱチャネル信
号に出力される。第２合算器２２７から出力された前記Ｑチャネル信号は位相遷移器２２
８で９０°位相が遷移される。
【００２５】
合算器２１４は第１合算器２１３の出力と位相遷移器２２８の出力を合算して複素信号Ｉ
＋ｊＱ信号を生成する。乗算器２１５は前記複素信号を基地局別に割り当てられたＰＮシ
ーケンス(Cscramb)によりスクランブリングし、信号分離器２２９は前記スクランブリン
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グされた信号を実数部分と虚数部分に分離してＩチャネル及びＱチャネルに分配する。前
記信号分離器２２９の出力はＩチャネル及びＱチャネル別に低域ろ波器２１６と２３０を
通過して帯域幅が制限された信号が生成される。前記低域ろ波器２１６、２３０の出力信
号は乗算器２１７と２３１でそれぞれ搬送波(cos{2πfct},sin{2πfct})とかけられて高
周波帯域に遷移される。合算器２１８は前記高周波帯域に遷移されたＩチャネルとＱチャ
ネルの信号を合わせて出力する。
【００２６】
従来の技術による基地局及び移動局の送信信号構成図は次のようである。
【００２７】
図５Ａは従来の方式による逆方向ＤＰＤＣＨの伝送が中止される場合、即ち、制御維持副
状態という予め設定された時間の間、伝送するデータがない場合の順方向ＤＰＣＣＨ及び
逆方向ＤＰＣＣＨの信号送信図である。
【００２８】
図５Ｂは従来の方式による順方向ＤＰＤＣＨの伝送が中止される場合、即ち、予め設定さ
れた時間の間、伝送するデータがない場合、順方向ＤＰＣＣＨ及び逆方向ＤＰＣＣＨの信
号送信図である。
【００２９】
前記図５Ａ及び図５Ｂに示したように、移動局と基地局間の再同期獲得過程を回避するた
めに、ＤＰＤＣＨデータがないにもかかわらず、連続的に逆方向ＤＰＣＣＨ信号を送信す
る。長い間、伝送するトラヒックデータがない場合に、基地局と移動局がＲＲＣ連結解除
状態(Radio Resource Control Connection Released State：図示さず)に遷移すると、前
記逆方向ＤＰＣＣＨの伝送は中断されるが、遷移が完了されるまでに移動局がＤＰＣＣＨ
を通じてパイロットシンボルと電力制御ビットを送信するので、逆方向リンクの干渉を増
加させる。前記逆方向リンクの干渉増加は逆方向リンクの容量を減少させる。
【００３０】
上述したように、従来の制御維持副状態における逆方向ＤＰＣＣＨの連続的な送信は、基
地局での同期再捕捉過程を避けるということでは有利であるが、これは逆方向リンクの干
渉及び移動局の電力消耗を増加させることにより、逆方向リンクの容量減少をもたらす。
さらに、順方向リンクで逆方向電力制御ビットの連続的な送信は順方向リンクの干渉増加
及び容量減少をもたらす。前記基地局での同期再捕捉過程にかかる時間を最小化すると共
に、逆方向ＤＰＣＣＨの送信による干渉及び移動局の電力消耗を最小化し、順方向リンク
への逆方向電力制御ビットの送信による干渉増加を最小化する必要がある。
【００３１】
【発明が解決しようとする課題】
従って、本発明の目的は、移動通信システムで予め設定された時間の間、ＤＰＤＣＨ上で
伝送するデータがない場合、基地局と移動局間の同期再捕捉時間を最小化すると共に、逆
方向ＤＰＣＣＨの送信による干渉増加、順方向リンクへの逆方向電力制御ビットの送信に
よる干渉増加を最小化することができる通信装置及び方法を提供することにある。
【００３２】
本発明の他の目的は、移動通信システムで、実際のスロット単位と同一の断続送信単位、
または異なる断続送信単位に専用制御チャネル(ＤＰＣＣＨ)信号を断続する装置及び方法
を提供することにある。
【００３３】
本発明のさらに他の目的は、移動通信システムで、各フレームの最後のスロットに電力制
御ビットを位置させ、次フレームの一番目スロットの電力を制御する装置及び方法を提供
することにある。
【００３４】
【課題を解決するための手段】
前記目的を達成するための本発明によると、基地局(移動局)は専用データチャネル(ＤＰ
ＤＣＨ)上で移動局(基地局)へ伝送するデータがあるかを判断し、前記ＤＰＤＣＨ上で伝
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送するデータがない場合、前記移動局(基地局)へ専用制御チャネル上の一つのフレーム内
で予め決定された時間間隔パターンに従って制御情報を断続伝送する。前記‘断続的伝送
(送信)(Gated transmission)’とは、ＤＰＣＣＨに含まれている制御情報を予め決定され
た時間パターンによって特定電力制御群(ＰＣＧ)／スロット(または電力制御群／スロッ
ト)に限って送信することを意味する。基地局から移動局へ伝送される制御情報には伝送
データのフォーマットに係る情報(ＴＦＣＩ)、電力制御のための情報(ＴＰＣ)、及びパイ
ロットシンボルが含まれる。移動局から基地局へ伝送される制御情報には伝送データのフ
ォーマットに係る情報(ＴＦＣＩ)、電力制御のための情報(ＴＰＣ)、パイロットシンボル
、及び基地局が送信ダイバシティーアンテナを使用する時、二つのアンテナ間の位相差に
対する情報を要請するための情報(ＦＢＩ)が含まれる。前記断続的送信時、順方向ＤＰＣ
ＣＨで予め設定された電力制御群(または一つのスロット)内のＴＦＣＩ、ＴＰＣ及びパイ
ロットシンボルは不連続的に送信されることができる。また、特定なｎ番目の電力制御群
(または一つのスロット)内のパイロットシンボルと、ｎ＋１番目の電力制御群内のＴＦＣ
Ｉ、及びＴＰＣが不連続的に送信されることもできる。前記断続的送信時、逆方向ＤＰＣ
ＣＨで特定な電力制御群(または一つのスロット)内のＴＦＣＩ、ＴＰＣ、ＦＢＩ及びパイ
ロットシンボルが不連続的に送信される。断続送信モードでＤＰＤＣＨを通じて送信され
る短いデータ(short data)があると仮定すると、前記短いデータの伝送中に、すべてのス
ロットで電力制御ビットが伝送されることができる。さらに、順方向制御情報の断続パタ
ーンと逆方向制御情報の断続パターンは互いにオフセットを有することにより、相異なる
時点で断続されるようにする。
【００３５】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の望ましい実施形態を添付図を参照しつつ詳細に説明する。下記の発明にお
いて、本発明の要旨のみを明瞭にする目的で、関連した公知機能又は構成に関する具体的
な説明は省略する。
【００３６】
下記の説明において、‘ノマル送信(Normal transmission)’とは順方向、または逆方向
ＤＰＣＣＨに含まれている制御情報、即ちＴＦＣＩ、ＴＰＣ、パイロットシンボルなどを
連続的に送信することを意味する。また、下記の説明において、‘断続的送信(Gated Tra
nsmission)’とは順方向ＤＰＣＣＨに含まれている制御情報、即ち、ＴＦＣＩ、ＴＰＣ、
パイロットシンボルを予め決定された断続パターンに従って特定電力制御群(またはスロ
ット)に限って送信することを意味する。また‘断続的送信’とは逆方向ＤＰＣＣＨに含
まれている制御情報(ＴＦＣＩ、ＴＰＣ、ＦＢＩ、パイロットシンボル)を予め決定された
断続パターンに従って特定電力制御群(またはスロット)に限って送信することを意味する
。前記断続的送信時、順方向ＤＰＣＣＨで送信が中断されるのは、予め設定されたｎ番目
の電力制御群(またはスロット)内のＴＦＣＩ、ＴＰＣ及びパイロットシンボル全体になる
ことができる。または、特定なｎ番目の電力制御群(またはスロット)内のパイロットシン
ボルと、ｎ＋１番目の電力制御群内のＴＦＣＩ及びＴＰＣになることもできる。前記断続
的送信時、逆方向ＤＰＣＣＨで送信が中断されるのは、特定な電力制御群(またはスロッ
ト)内のＴＦＣＩ、ＴＰＣ、ＦＢＩ及びパイロットシンボル全体である。下記で‘断続送
信単位がスロット単位と同一である’との意味は、一つの電力制御群内のＴＦＣＩ、ＴＰ
Ｃ及びパイロットシンボルが断続送信単位に設定されることを意味し、‘断続送信単位が
スロット単位とは異なる’との意味は、予め設定されたｎ番目スロットのパイロットシン
ボルと、ｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ及びＴＰＣが断続送信単位に設定されることを意
味する。
【００３７】
また、本発明では、フレームのスタート部分の性能がかなり重要であるので、一つのフレ
ームの最後スロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するためのＴＰＣを位置さ
せる。即ち、ｎ番目フレームの最後スロットに順方向ＤＰＣＣＨと、逆方向ＤＰＣＣＨの
ＴＰＣビットが位置するようにし、ｎ＋１番目フレームの一番目スロットの電力が、前記
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ｎ番目フレームの最後スロットに存在するＴＰＣビットを使用して制御されるようにする
。
【００３８】
さらに、本発明によるＤＰＣＣＨ信号の断続伝送中に、伝送するデータが発生する場合に
も、電力制御レート(power control rate)はノマル送信時のように維持されることができ
る。そして、順方向ＤＰＣＣＨの断続パターンと逆方向ＤＰＣＣＨの断続パターンは互い
にオフセットを有するように決定される。即ち、順方向ＤＰＣＣＨの制御情報と逆方向Ｄ
ＰＣＣＨの制御情報は相異なる時点で伝送される。
【００３９】
本発明の実施形態によるハードウェア構成は次のようである。
【００４０】
図４Ａは本発明の実施形態による基地局の送信装置の構成を示している。図３Ａの従来の
基地局送信装置の構成と異なる点は、順方向ＤＰＣＣＨに対して乗算器１１１の出力が断
続的送信制御器(Gated Transmission Controller)１４１によって断続されるということ
である。即ち、断続的送信制御器(Gated Transmission Controller)１４１は、予め設定
された時間の間、順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨを通じてトラヒックデータが伝送されない
状態で、順方向ＤＰＣＣＨ中でＴＦＣＩとＴＰＣビットを移動局と約束された電力制御群
(または時間スロット)で断続的送信するようにする。また、断続的送信制御器１４１は予
め設定された時間の間、順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨを通じてトラヒックデータが伝送さ
れない状態で、順方向ＤＰＣＣＨのパイロットシンボル、ＴＦＣＩ、ＴＰＣビットを含む
一つの電力制御群(または一つのスロット全体)を移動局と約束された電力制御群(または
時間スロット)で断続的送信するようにする。
【００４１】
前記順方向断続的送信パターンは逆方向断続的送信パターンと同一のパターンであるが、
効率的な電力制御のために両者間にはオフセットが存在することができる。前記のオフセ
ットはシステムのパラメータとして与えられる。
【００４２】
前記断続的送信制御器１４１は、断続送信単位とスロット単位が同一の場合の動作を遂行
することもでき、断続送信単位とスロット単位が異なる場合の動作を遂行することもでき
る。断続送信単位とスロット単位が異なる場合に、前記断続的送信制御器１４１はＴＦＣ
Ｉ、ＴＰＣ及びパイロットシンボルを相異なるように断続する。即ち、予め設定されたｎ
番目スロットのパイロットシンボルと、ｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ及びＴＰＣが断続
送信単位に設定される。
【００４３】
また、前記断続的送信制御器１４１は次フレームのスタート部分の性能のため、一つのフ
レームの最後スロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するためのＴＰＣを位置
させる。即ち、ｎ番目フレームの最後スロットに順方向ＤＰＣＣＨと、逆方向ＤＰＣＣＨ
のＴＰＣビットが位置するようにし、ｎ＋１番目フレームの一番目スロットの電力が前記
ｎ番目フレームの最後スロットに存在するＴＰＣビットを使用して制御されるようにする
。
【００４４】
図４Ｂは本発明の実施形態による移動局送信装置の構成を示している。図３Ｂの従来の移
動局送信装置との構成上の差は、逆方向ＤＰＣＣＨの送信を断続するための断続的送信制
御器２４１が存在するというものである。即ち、断続的送信制御器(Gated Transmission 
Controller)２４１は順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨを通じてトラヒックデータが伝送され
ない制御維持副状態で逆方向ＤＰＣＣＨの中でパイロットシンボル、ＴＦＣＩ、ＦＢＩ、
ＴＰＣビットを含む一つの電力制御群(または一つのスロット全体)を移動局と約束された
電力制御群(または時間スロット)で断続的送信するようにする。同期検出のために、逆方
向ＤＰＣＣＨへのパイロットシンボルとＴＰＣビットの送信は必須であり、前記チャネル
の送信が中断される区間で他の逆方向チャネルにＴＰＣ、ＦＢＩ及びパイロットシンボル
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を伝送する方法はない。
【００４５】
本発明の実施形態による基地局及び移動局の送信信号構成は次のようである。
【００４６】
図６Ａは本発明の実施形態に従って予め設定された時間の間、伝送するＤＰＤＣＨデータ
がない場合に、逆方向ＤＰＣＣＨの規則的、又は断続的送信パターンによる信号送信方法
を示した図である。図６Ａの参照番号３０１、３０２、３０３、３０４はデュティサイク
ル(Duty Cycle、以下、ＤＣ)の比率に従って各々異なるゲーティング率(Gating Rate)を
示したものである。参照番号３０１は従来のように逆方向ＤＰＣＣＨを断続なし送信(Ｄ
Ｃ＝１、ノマル送信、または正常送信)することを示したものであり、参照番号３０２は
ＤＣ＝１／２(一つのフレーム内の全体電力制御群で１／２のみ送信)である場合に、電力
制御群(または時間スロット)ごとに規則的に送信することを示したものである。参照番号
３０３はＤＣ＝１／４(一つのフレーム内の全体電力制御群で１／４のみ送信)である場合
に、四つの電力制御群当たり一つの電力制御群(３番、７番、１１番、１５番電力制御群)
で規則的に送信することを示したものである。参照番号３０４はＤＣ＝１／８(一つのフ
レーム内の全体電力制御群で１／８のみ送信)である場合に、八つの電力制御群当たり一
つの電力制御群(７番、１５番電力制御群)で規則的に送信することを示したものである。
前記図６Ａの実施形態では、ＤＣ＝１／２、１／４である場合に、移動局の断続的送信制
御器２４１が逆方向ＤＰＣＣＨの電力制御群を規則的に断続することに説明したが、標準
の全体電力制御群で該当ＤＣに従って所定の電力制御群を断続することもできる。即ち、
ＤＣ＝１／２である場合に、一つの電力制御群をおいて規則的に送信することではなく、
不規則的なパターンに従って所定の電力制御群を不規則的に断続することもできる。また
、ＤＣ＝１／２である場合に全体電力制御群の半ばをフレームの後半部(８番～１５番電
力制御群)で連続して送信することもできる。ＤＣ＝１／４である場合に、全体電力制御
群の１／４をフレームの３／４地点から連続(１２番～１５番電力制御群)して送信するこ
ともできる。ＤＣ＝１／８である場合に全体電力制御群の１／８をフレームの７／８地点
から連続(１４番～１５番電力制御群)して送信することもできる。
【００４７】
上述した断続率の遷移方法は次のように多数の方法に区分されることができ、断続率の遷
移方法はシステムの設定により決定される。一つの方法は、設定されたタイマ値、または
基地局からの遷移指示メッセージによりＤＣ＝１／１からＤＣ＝１／２へ、ＤＣ＝１／１
からＤＣ＝１／４へ、ＤＣ＝１／１からＤＣ＝１／８へ一度に遷移するものである。他の
方法は順次的に遷移する場合として、ＤＣ＝１／１からＤＣ＝１／２へ遷移し、ＤＣ＝１
／２からＤＣ＝１／４へ、ＤＣ＝１／４からＤＣ＝１／８へ遷移するものである。前記Ｄ
Ｃ値の選択は該当移動局の容量やチャネル環境の品質などを考慮して決定することができ
る。
【００４８】
図６Ｂは本発明のさらに他の実施形態に従って、予め設定された時間の間、ＤＰＤＣＨデ
ータがない場合に、逆方向ＤＰＣＣＨの規則的、または断続的送信パターンによる信号送
信方法を示した図である。図６Ｂの参照番号３０５、３０６、３０７はＤＣの比率により
各々異なるゲーティング率を示したものである。参照番号３０５はＤＣ＝１／２(一つの
フレーム内の全体電力制御群で１／２のみ送信)である場合に、２個の連続的な電力制御
群を規則的な位置(２番～３番、６番～７番、１０番～１１番、１４番～１５番電力制御
群)で送信することを示したものである。参照番号３０６はＤＣ＝１／４(一つのフレーム
内の全体電力制御群で１／４のみ送信)である場合に、２個の連続的な電力制御群を規則
的な位置(６番～７番、１４番～１５番電力制御群)で送信することを示したものである。
参照番号３０７はＤＣ＝１／８(一つのフレーム内の全体電力制御群で１／８のみ送信)で
ある場合に、２個の連続的な電力制御群を規則的な位置(１４番～１５番電力制御群)で送
信することを示したものである。前記図６Ｂの実施形態ではＤＣ＝１／２、１／４である
場合に、移動局の断続的送信制御器２４１が逆方向ＤＰＣＣＨの電力制御群を規則的に断
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続することに説明したが、全体電力制御群で該当ＤＣに従って所定の電力制御群を断続す
ることもできる。即ち、ＤＣ＝１／２である場合に、二つの連続的な電力制御群を二つの
電力制御群をおいて規則的に送信しなく、不規則なパターンに所定の隣接した電力制御群
を連続的に断続して４個の連続的な電力制御群(例えば、２番～５番電力制御群)を断続す
ることもできる。
【００４９】
前記の断続率遷移方法には次のような場合が存在することができ、遷移方法はシステムの
設定によって決定される。一つの方法は、設定されたタイマ値、または基地局からの遷移
指示メッセージによりＤＣ＝１／１(full rate)からＤＣ＝１／２へ、ＤＣ＝１／１から
ＤＣ＝１／４へ、ＤＣ＝１／１からＤＣ＝１／８へ一度に遷移するものである。さらに他
の方法は、順次的に断続率が遷移する場合として、ＤＣ＝１／１からＤＣ＝１／２へ遷移
し、ＤＣ＝１／２からＤＣ＝１／４へ、ＤＣ＝１／４からＤＣ＝１／８へ遷移するもので
ある。前記ＤＣ値の選択は該当移動局の容量やチャネル環境の品質などを考慮して決定す
ることができる。
【００５０】
図７Ａ及び図７Ｂは、図６Ａ及び図６Ｂに示されたように予め設定された時間の間、ＤＰ
ＤＣＨデータがない場合に専用ＭＡＣ(Medium Access Control)論理チャネルが発生して
、伝送するメッセージを物理チャネルである逆方向ＤＰＤＣＨへ伝送する場合の逆方向Ｄ
ＰＣＣＨを示したものである。図７Ａの参照番号３１１は逆方向ＤＰＣＣＨを断続的送信
しない間(即ち、連続的送信する間、ＤＣ＝１／１)、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生
した場合を示したものである。参照番号３１２は逆方向ＤＰＣＣＨをＤＣ＝１／２断続的
送信する間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生した場合を示したものである。参照番号
３１３は逆方向ＤＰＣＣＨをＤＣ＝１／４断続的送信する間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセー
ジが発生した場合を示したものである。参照番号３１４は逆方向ＤＰＣＣＨをＤＣ＝１／
８断続的送信する間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生した場合を示したものである。
【００５１】
前記参照番号３１２、３１３、３１４により示された電力制御群は、第１フレームでは断
続的送信パターンに従って送信され、第２フレームでは逆方向ＤＰＤＣＨが送信される場
合に前記区間の電力制御群をノマル送信する。前記ノマル送信する電力制御群では、順方
向電力制御のためのＴＰＣビットを省略し、パイロット区間を電力制御群の長さになるよ
うに拡張して送信することもできる。電力制御群をノマル送信して前記逆方向ＤＰＤＣＨ
メッセージを送信した後、連続される電力制御群からは逆方向ＤＰＣＣＨを断続なし送信
することもでき、基地局から断続率遷移メッセージを受信するまで、元のＤＣ値だけ断続
して送信を続けることもできる。即ち、ＤＣ＝１／２に断続的送信する間、逆方向ＤＰＤ
ＣＨメッセージが送信される場合、前記区間の電力制御群をノマル送信し、さらにＤＣ＝
１／２に断続的送信し、ＤＰＤＣＨ使用者データが存在する場合には、ＤＣ＝１に断続的
送信、即ち、正常的に送信する。
【００５２】
逆方向ＤＰＣＣＨのように、順方向リンクでもＤＰＣＣＨに対して断続的送信する間、順
方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生した場合、断続的送信パターンに従って送信されていた
電力制御群は、順方向リンクＤＰＤＣＨを送信するためノマル送信する。前記ノマル送信
する電力制御群では順方向電力制御のためのＴＰＣビットを省略し、パイロット区間を電
力制御群の長さになるように拡張して送信することもできる。電力制御群をノマル送信し
て前記順方向ＤＰＤＣＨメッセージを送信した後、連続される電力制御群からは順方向Ｄ
ＰＣＣＨを断続なし送信することもでき、移動局から状態遷移要求メッセージを受信する
まで、元のＤＣ置だけ断続して送信を続けることもできる。即ち、ＤＣ＝１／２に断続的
送信する間、順方向ＤＰＤＣＨメッセージが送信される場合、前記区間の電力制御群をノ
マル送信し、さらにＤＣ＝１／２に断続的送信を遂行した後、ＤＰＤＣＨ使用者データを
送信する場合にはＤＣ＝１に断続的送信、即ち、正常的に送信する。
【００５３】
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図７Ｂの参照番号３１５は逆方向ＤＰＣＣＨをＤＣ＝１／２断続的送信する間、逆方向Ｄ
ＰＤＣＨメッセージが発生した場合を示したものである。参照番号３１６は逆方向ＤＰＣ
ＣＨをＤＣ＝１／４断続的送信する間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生した場合を示
したものである。参照番号３１７は逆方向ＤＰＣＣＨをＤＣ＝１／８断続的送信する間、
逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生した場合を示したものである。前記参照番号３１５、
３１６、３１７として示された電力制御群は、前記断続的送信パターンに従って送信され
、順方向ＤＰＤＣＨメッセージを送信するためにノマル送信する。前記ノマル送信する電
力制御群では順方向電力制御のためのＴＰＣビットを省略し、パイロット区間を電力制御
群の長さになるように拡張して送信することもできる。電力制御群をノマル送信して前記
逆方向ＤＰＤＣＨメッセージを送信した後、連続される電力制御群からは逆方向ＤＰＣＣ
Ｈを断続なし送信することもでき、基地局から状態遷移メッセージを受信するまで、元の
ＤＣ置だけ断続して送信を続けることもできる。即ち、ＤＣ＝１／２に断続的送信する間
、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが送信される間、前記区間の電力制御群をノマル送信し、
さらにＤＣ＝１／２に断続的送信した後、ＤＰＤＣＨ使用者データを送信する場合にはＤ
Ｃ＝１に断続的送信、即ち正常的に送信する。
【００５４】
逆方向ＤＰＣＣＨと順方向ＤＰＣＣＨを同一の断続パターンにより同時に断続送信するこ
ともできる。前記順方向ＤＰＣＣＨを断続して送信する間、順方向ＤＰＤＣＨに伝送する
メッセージが発生して電力制御群をノマル送信して前記順方向ＤＰＤＣＨメッセージを送
信した以後、連続される電力制御群からは順方向ＤＰＣＣＨを断続なし送信することもで
き、移動局から状態遷移要求メッセージを受信するまで、元のＤＣ置だけ断続して送信を
続けることもできる。即ち、ＤＣ＝１／２に断続的送信する間、順方向ＤＰＤＣＨメッセ
ージが送信される間、前記区間の電力制御群をノマル送信し、さらにＤＣ＝１／２に断続
的送信した後、ＤＰＤＣＨ使用者データを送信する時、ＤＣ＝１に断続的送信を中断する
こともできる。
【００５５】
図８Ａは順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。逆方向ＤＰＤＣＨがない使用者データ活性副状態で参照番号８０１のよう
に順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、基地局及び移動局は設定されたタイマ置を越えるか、
状態遷移のための順方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生されると、断続送信を始める。前記
図８Ａの実施形態では断続送信のスタートのためのメッセージが基地局で発生したが、順
方向及び逆方向ＤＰＤＣＨがない場合、移動局が基地局へ断続を要請(要求)するメッセー
ジを伝送することもできる。前記図８Ａの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、すべてのＴ
ＦＣＩ、ＴＰＣ、パイロットシンボルを断続なしそのまま伝送することもできる。前記Ｔ
ＰＣビットには逆方向ＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群のパイロットシンボルの電力
強さを測定して決定された無意味なＴＰＣ置が含まれるので、移動局は逆方向ＤＰＣＣＨ
の断続パターンを考慮して逆方向電力制御を遂行するため、基地局が送信したＴＰＣビッ
トの中、前記無意味なＴＰＣ置は無視し、以前の電力制御群で送信した送信電力と同一の
強さで送信する。また、前記図８Ａの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、順方向ＤＰＣＣ
Ｈ内のＴＦＣＩ、ＴＰＣのみを断続し、順方向ＤＰＣＣＨ内のパイロットシンボルは断続
しないこともできる。この時、前記断続パターンは、移動局の逆方向ＤＰＣＣＨの断続パ
ターンと同一である。順方向ＤＰＣＣＨ内のＴＰＣを断続する電力制御群は、移動局から
伝送されたＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群に該当するパイロットシンボルを測定す
ることにより発生されたＴＰＣをいう。
【００５６】
参照番号８０２は基地局で断続送信のためのメッセージが発生され、順方向ＤＰＤＣＨを
通じて移動局に送信されることを示したものである。この場合、逆方向ＤＰＣＣＨを断続
的に送信していた移動局は、逆方向ＤＰＤＣＨデータが送信される時、断続送信の中断の
ためのメッセージを受信した上で、断続的送信を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行す
ることができる。また、逆方向ＤＰＣＣＨを断続的に送信していた移動局は、前記断続的
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送信を中断するメッセージを受信した後にも断続的送信を持続しながら、前記断続送信中
断メッセージに含まれた中断時間で断続的送信を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行す
ることもできる。
【００５７】
図８Ｂは逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。順方向ＤＰＤＣＨがない使用者データの活性副状態で参照番号８０３のよ
うに逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、基地局及び移動局は設定されたタイマ置を越えるか
、断続送信メッセージを交換した後、互いに約束された時点で断続送信するようになる。
前記図８Ｂの実施形態では、断続送信のためのメッセージが順方向ＤＰＤＣＨを通じて発
生した場合を示したが、断続送信メッセージは移動局の逆方向ＤＰＤＣＨでも発生するこ
とができる。前記図８Ｂの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、すべてのＴＦＣＩ、ＴＰＣ
、パイロットシンボルを断続なしそのまま伝送することができる。前記ＴＰＣビット中に
は逆方向ＤＰＣＣＨ内の断続的電力制御群のパイロットシンボルの電力強さを測定して決
定された無意味なＴＰＣ置が存在するので、移動局は逆方向ＤＰＣＣＨの断続パターンを
考慮して逆方向電力制御を遂行するため、基地局が送信したＴＰＣビット中、前記無意味
なＴＰＣ置は無視し、以前電力制御群で送信した送信電力と同一の強さで送信する。また
、前記図８Ｂの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、ＴＦＣＩ、ＴＰＣのみを断続し、順方
向ＤＰＣＣＨ内のパイロットシンボルは断続しないこともできる。この時、前記断続パタ
ーンは、移動局の逆方向ＤＰＣＣＨの断続パターンと同一である。順方向ＤＰＣＣＨ内の
ＴＰＣを断続する電力制御群は、移動局から伝送されたＤＰＣＣＨ内の断続された電力制
御群に該当するパイロットシンボルを測定することにより発生されたＴＰＣをいう。
【００５８】
参照番号８０４は基地局で発生された断続送信メッセージが順方向ＤＰＤＣＨを通じて移
動局へ送信されることを示したものである。この場合、逆方向ＤＰＣＣＨを断続的に送信
していた移動局は、断続送信中断のためのメッセージを受信した後、断続的送信を中断し
、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することができる。また、逆方向ＤＰＣＣＨを断続的に送
信していた移動局は、断続送信中断のためのメッセージを受信した以後にも断続的送信を
持続しながら、前記断続送信中断メッセージに含まれた中断時間に断続的送信を中断し、
ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することもできる。
【００５９】
図８Ｃは順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。逆方向ＤＰＤＣＨがない使用者データ活性副状態で参照番号８０５のよう
に順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、基地局及び移動局は設定されたタイマ値を越えるか、
断続送信スタートのための順方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生すると、断続送信を始める
。前記図８Ｃの実施形態では、断続送信のためのメッセージが基地局で発生した場合を示
したが、順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨがない場合、移動局が基地局へ断続送信を要請する
メッセージを送ることもできる。前記図８Ｃの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、すべて
のＴＦＣＩ、ＴＰＣ、パイロットシンボルを断続なしそのまま伝送することもできる。前
記ＴＰＣビットの中には逆方向ＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群のパイロットシンボ
ルの電力強さを測定して決定された無意味なＴＰＣ値が存在するので、移動局は逆方向Ｄ
ＰＣＣＨの断続パターンを考慮して逆方向電力制御を遂行するため、基地局が送信したＴ
ＰＣビットのうち、前記無意味なＰＴＣ値は無視し、以前電力制御群で送信した送信電力
と同一の強さに送信する。また、前記図８Ｃの順方向ＤＰＣＣＨの伝送において、順方向
ＤＰＣＣＨ内のＴＦＣＩ、ＴＰＣのみを断続し、順方向ＤＰＣＣＨ内のパイロットシンボ
ルは断続しないこともできる。この時、前記断続パターンは、移動局の逆方向ＤＰＣＣＨ
の断続パターンと同一である。順方向ＤＰＣＣＨ内のＴＰＣを断続する電力制御群は、移
動局から伝送されたＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群に該当するパイロットシンボル
を測定することにより発生されたＴＰＣをいう。
【００６０】
参照番号８０６は移動局で断続送信メッセージが発生され、逆方向ＤＰＤＣＨを通じて基
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地局へ送信されることを示したものである。この場合、逆方向ＤＰＣＣＨを断続的に送信
していた移動局は、逆方向ＤＰＤＣＨを通じて前記断続送信メッセージを伝送した後、断
続的送信を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することができる。また、逆方向ＤＰＣ
ＣＨを断続的に送信していた移動局は、前記断続送信中断メッセージを送信した以後にも
、断続的送信を持続しながら、前記断続送信中断メッセージ内に含まれたスタート時間で
断続送信を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することもできる。
【００６１】
図８Ｄは逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。予め設定された時間の間、順方向ＤＰＤＣＨがない使用者データ活性副状
態で参照番号８０７のように逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、基地局及び移動局は設定さ
れたタイマ値を越えるか、断続送信メッセージを交換した後、互いに約束された時点で断
続送信を始めることができる。前記図８Ｄの実施形態においては、状態遷移のためのメッ
セージが順方向ＤＰＤＣＨを通じて発生した場合を示したが、断続送信メッセージは移動
局の逆方向ＤＰＤＣＨでも発生することができる。前記図８Ｄの順方向ＤＰＣＣＨの伝送
において、すべてのＴＦＣＩ、ＴＰＣ、パイロットシンボルを断続なしそのまま伝送する
ことができる。前記ＴＰＣビットの中には逆方向ＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群の
パイロットシンボルの電力強さを測定して決定された無意味なＴＰＣ値が存在するので、
移動局は逆方向ＤＰＣＣＨの断続パターンを考慮して逆方向電力制御を遂行するために、
基地局が送信したＴＰＣビットのうち、前記無意味なＴＰＣ置は無視し、以前電力制御群
で送信した送信電力と同一の強さで送信する。また前記図８Ｄの順方向ＤＰＣＣＨの伝送
においてＴＦＣＩ、ＴＰＣのみを断続し、順方向ＤＰＣＣＨ内のパイロットシンボルは断
続しないこともできる。この時、前記断続パターンは移動局の逆方向ＤＰＣＣＨの断続パ
ターンと同じである。順方向ＤＰＣＣＨ内のＴＰＣを断続する電力制御群は、移動局が送
信したＤＰＣＣＨ内の断続された電力制御群に該当するパイロットシンボルを測定するこ
とにより発生されたＴＰＣをいう。
【００６２】
参照番号８０８は移動局で断続送信のためのメッセージが発生され逆方向ＤＰＤＣＨを通
じて基地局へ送信されることを示したものである。この場合、逆方向ＤＰＣＣＨを断続的
に送信していた移動局は、逆方向ＤＰＤＣＨを通じて断続送信メッセージを伝送した後、
断続的送信を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することができる。また、逆方向ＤＰ
ＣＣＨを断続的に送信していた移動局は、断続送信中断メッセージを送信した以後にも断
続的送信を持続しながら、前記断続送信中断メッセージに含まれた中断時間で断続的送信
を中断し、ノマル送信(ＤＣ＝１)を遂行することもできる。
【００６３】
図９Ａは順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断により、基地局及び移動局は設定されたタイ
マ値を越えるか、断続送信メッセージを交換した後、互いに約束された時点で断続送信を
始めることができる。前記図９Ａでは順方向ＤＰＣＣＨ５０１の断続パターンを逆方向Ｄ
ＰＣＣＨ５０３の断続パターンと同じようにした場合を示したものである。前記図９Ａの
実施形態においては状態送信メッセージが順方向ＤＰＤＣＨを通じて発生した場合を示し
たが、前記断続送信メッセージは移動局の逆方向ＤＰＤＣＨを通じても発生することがで
きる。
【００６４】
図９Ｂは逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断による順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示
した図である。逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断により、基地局及び移動局は設定されたタイ
マ置を越えるか、状態遷移メッセージを交換した後、互いに約束された時点で状態遷移す
るようになる。前記図９Ｂは順方向ＤＰＣＣＨの断続パターンを逆方向ＤＰＣＣＨの断続
パターンと同じようにした場合を示したものである。前記図９Ｂの実施形態においては、
状態遷移のためのメッセージが順方向ＤＰＤＣＨを通じて発生した場合を示したが、状態
遷移メッセージは移動局の逆方向ＤＰＤＣＨを通じても発生することができる。
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【００６５】
上述した図及び説明においては、順方向及び逆方向フレームは同一のスタート時点を有す
る。しかし、実際のＵＴＲＡシステムにおいては、逆方向フレームのスタート時点を順方
向フレームのスタート時点より２５０μsだけ人為的に遅延させる。これはセルの半径が
約３０ｋｍより小さい場合に、送信信号の伝送時間遅延(Propagation delay)までも考慮
して、電力制御時間遅延を１スロット(１slot＝０．６２５ms)になるようにするためのも
のである。従って、前記順方向及び逆方向フレームのスタート時点の人為的時間遅延を考
慮すると、本発明の断続送信によるＤＰＣＣＨ信号の送信方法は下記の図１１Ａ乃至１１
Ｅのように示すことができる。このような断続送信をできるようにする基地局送信装置及
び移動局送信装置の構成が図１０Ａ及び図１０Ｂにそれぞれ示されている。
【００６６】
図１０Ａは本発明の他の実施形態による基地局送信装置の構成を示した図である。図４Ａ
に示された本発明の一実施形態による基地局送信器の構成と異なる点は、順方向ＤＰＣＣ
Ｈを構成するパイロット(Pilot)、ＴＦＣＩ、及びＴＰＣビットが断続的送信制御器(Gate
d Transmission Controller)１４１により各々異なるパターンに断続的に送信されるとい
うことである。即ち、断続的送信制御器(Gated Transmission Controller)１４１は順方
向及び逆方向ＤＰＤＣＨにトラヒックデータが伝送されない制御維持副状態で、順方向Ｄ
ＰＣＣＨ中でパイロット、ＴＦＣＩとＴＰＣビットを移動局と約束された電力制御群(ま
たは時間スロット)で断続的に送信するようにし、前記断続的送信制御器１４１を用いて
ｎ番目スロット(slot)のパイロット(Pilot)と、ｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ及びＴＰ
Ｃを断続送信単位に構成することもできる。もし、前記断続送信制御器１４１を用いて、
基地局が制御維持副状態で断続送信の遂行中にシグナリングデータを伝送する時、シグナ
リングデータが送信されるフレーム区間ではパイロット及びＴＦＣＩに対する断続送信を
遂行しないこともできる。
【００６７】
また、前記断続的送信制御器１４１は順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨにトラヒックデータが
伝送されない制御維持副状態で、順方向ＤＰＣＣＨのパイロットシンボル、ＴＦＣＩ、Ｔ
ＰＣビットを含む一つの電力制御群(または一つのスロット全体)を移動局と約束された電
力制御群(または時間スロット)で断続的に送信することもできる。
【００６８】
前記順方向断続的送信パターンは逆方向断続的送信パターンと同一のパターンであるが、
効率的な電力制御のため、両者間にはオフセットが存在することができる。前記オフセッ
トはシステムパラメータに与えられる。
【００６９】
図１０Ｂは本発明の他の実施形態による移動局の送信装置の構成を示している。図４Ｂに
示された本発明の一実施形態による移動局の送信装置との構成上の差異は、逆方向ＤＰＣ
ＣＨを構成するパイロット、ＴＦＣＩ、ＦＢＩ、及びＴＰＣビットが断続的送信制御器２
４１により各々異なるパターンに送信が断続されることができるというものである。
【００７０】
断続的送信制御器(Gated Transmission Controller)２４１は順方向及び逆方向ＤＰＤＣ
Ｈにトラヒックデータが伝送されない制御維持副状態で、逆方向ＤＰＣＣＨのうちで、パ
イロット、ＴＦＣＩ、ＦＢＩとＴＰＣビットを移動局と約束された電力制御群(または時
間スロット)で断続的に送信する。もし、基地局が前記断続送信制御器２４１を用いて制
御維持副状態で断続送信の遂行中に、シグナリングデータを伝送する時、シグナリングデ
ータが送信されるフレーム区間ではパイロット及びＴＦＣＩに対する断続送信を遂行しな
いこともできる。
【００７１】
また、断続的送信制御器２４１は順方向及び逆方向ＤＰＤＣＨにトラヒックデータが伝送
されない制御維持副状態で、逆方向ＤＰＣＣＨのパイロットシンボル、ＴＦＣＩ、ＦＢＩ
及びＴＰＣビットを含む一つの電力制御群(または一つのスロット全体)を移動局と約束さ
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れた電力制御群(または時間スロット)で断続的に送信することもできる。
【００７２】
前記順方向断続的送信パターンは逆方向断続的送信パターンと同一のパターンであるが、
効率的な電力制御のため、両者間にはオフセットが存在することもできる。前記オフセッ
トはシステムパラメータに与えられる。
【００７３】
図１１Ａ乃至図１１Ｅ及び図１２Ａ乃至図１２Ｅは、前記図１０Ａ及び図１０Ｂに示され
たような基地局及び移動局送信装置により断続送信が遂行される時の信号送信図である。
前記図１１Ａ乃至図１１Ｅはフレームの長さが１０msecであり、一つのフレーム内に電力
制御群(Power Control Group)が１６個存在する場合、即ち、一つの電力制御群の長さが
０．６２５msecである場合に断続送信が遂行されることを示している。前記図１２Ａ乃至
図１２Ｅはフレームの長さが１０msecであり、一つのフレーム内に電力制御群(Power Con
trol Group)が１５個存在する場合、即ち、電力制御群の長さが０．６６７msecである場
合に断続送信が遂行されることを示している。
【００７４】
図１１Ａは本発明の第１実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。前記図１１Ａに示したように、順方向ＤＰＣＣＨの断続送信単位はスロット単
位ではないこともある。即ち、隣接した二つのスロットで予め決定されたｎ番目スロット
のパイロットシンボルと、ｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの
断続送信単位に設定する。これは、パイロットシンボルはＴＦＣＩ及びＴＰＣを検出して
チャネル推定するため使用されるためである。例えば、ゲーティング率が１／２である場
合に、スロット番号０のパイロットシンボルと、スロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順
方向(Downlink)のＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／４であ
る場合に、スロット番号２のパイロットシンボルと、スロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣ
が順方向(Downlink)のＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定された。ゲーティング率が１／８
である場合に、スロット番号６のパイロットシンボルと、スロット番号７のＴＦＣＩ、Ｔ
ＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。これは受信器でＴＰＣ
信号の復調方法に従ってｎ＋１番目のＴＰＣを復調するために、ｎ番目のパイロットシン
ボルが必要な場合もあるので、順方向ＤＰＣＣＨの断続送信の単位を実際スロット単位と
は異なるようにしたものである。
【００７５】
このように断続送信する間、シグナリングメッセージが発生する場合、前記シグナリング
メッセージは順方向、または逆方向ＤＰＤＣＨに伝送するようになる。従って、フレーム
のスタート部分の性能が非常に重要である。本発明では前記図１１Ａに示したように、ス
ロット番号１５(１６番目のスロット、ｎ番目フレームの最後のスロット)に順方向ＤＰＣ
ＣＨのＴＰＣと逆方向ＤＰＣＣＨのＴＰＣが位置するようにして、ｎ＋１番目フレームの
一番目のスロットをｎ番目の最後のスロットに存在するＴＰＣを用いて電力制御できるよ
うにする。即ち、現在フレームの最後スロットに次フレームの一番目スロットを電力制御
するためのＴＰＣを位置させるものである。
【００７６】
一方、上述したＵＴＲＡシステムでは、順方向と逆方向フレームのスタート時点のオフセ
ット(offset)が２５０μｓに固定されている。しかし、順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断
続送信では、基地局と移動局が呼設定過程でＤＰＣＣＨ断続送信に対するパラメータ交換
する間、前記オフセット値は所定値に変更されることもできる。前記オフセット値は呼設
定過程で基地局と移動局の伝送遅延を考慮して適切な値に設定する。即ち、セル半径が３
０Ｋｍ以上である場合には、ＤＰＣＣＨの断続送信時、従来の２５０μｓよりは大きな値
に設定されることもでき、その値は実験を通じて決定されることもできる。
【００７７】
図１１Ｂは本発明の第２実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。ゲーティング率が１／２、１／４、１／８である各場合に対して、断続送信が
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始まる時、順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの伝送が逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送前に発
生した場合を示したものである。このような差はゲーティング率が１／２、１／４、１／
８である各場合に、‘ＤＬ－ＵＬ timing’に表示されている。
【００７８】
前記図１１Ｂを参照すると、隣接した二つのスロットで予め決定されたｎ番目スロットの
パイロットシンボルとｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定する。例えば、ゲーティング率が１／２である場合にスロット番号０のパ
イロットシンボルと、スロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨ
の断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／４である場合にスロット番号２のパ
イロットシンボルと、スロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨ
の断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／８である場合にスロット番号６のパ
イロットシンボルと、スロット番号７のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨ
の断続送信単位に設定される。
【００７９】
また、現在フレームの最後のスロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するため
のＴＰＣを位置させるようになっていることが分かる。即ち、スロット番号１５(１６番
目のスロット)に順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨのＴＰＣと逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨのＴ
ＰＣが同時に位置している。
【００８０】
図１１Ｃは本発明の第３実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。ゲーティング率が１／２、１／４、１／８である各場合に対して、断続送信が
始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの伝送前に発
生した場合を示したものである。
【００８１】
前記図１１Ｃを参照すると、隣接した二つのスロットで予め決定されたｎ番目スロットの
パイロットシンボルとｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定する。例えば、ゲーティング率が１／２である場合に、スロット番号１の
パイロットシンボルと、スロット番号２のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣ
Ｈの断続送信単位に設定される。ゲーティグリン率が１／４である場合に、スロット番号
２のパイロットシンボルと、スロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰ
ＣＣＨの断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／８である場合に、スロット番
号６のパイロットシンボルと、スロット番号７のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)Ｄ
ＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。前記図１１Ｃは順方向ＤＰＣＣＨのＴＰＣが１／
２ゲーティング率に対するスロット番号１５に位置しないことを示す図である。
【００８２】
また、現在フレームの最後スロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するための
ＴＰＣを位置させるようになっていることが分かる。即ち、スロット番号１５(１６番目
のスロット)に順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨのＴＰＣと逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨのＴＰ
Ｃが同時に位置している。
【００８３】
図１１Ｄは本発明の第４実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。ゲーティング率が１／２、１／４、１／８である各場合に対して、断続送信が
始まる時、順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの伝送が逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送前に発
生し、かつ順方向及び逆方向断続パターンを等間隔に設定した場合を示したものである。
【００８４】
前記図１１Ｄを参照すると、隣接した二つのスロットで予め決定されたｎ番目スロットの
パイロットシンボルとｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定する。例えば、ゲーティング率が１／２である場合に、スロット番号０の
パイロットシンボルと、スロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣ
Ｈの断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／４である場合に、スロット番号０
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のパイロットシンボルと、スロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣ
ＣＨの断続送信単位に設定される。ゲーティング率が１／８である場合に、スロット番号
２のパイロットシンボルと、スロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰ
ＣＣＨの断続送信単位に設定される。
【００８５】
また、現在フレームの最後のスロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するため
のＴＰＣを位置させるようになっていることが分かる。即ち、スロット番号１５(１６番
目のスロット)に順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨのＴＰＣと逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨのＴ
ＰＣが同時に位置している。
【００８６】
図１１Ｅは本発明の第５実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。ゲーティング率が１／２、１／４、１／８である各場合に対して、断続送信が
始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの伝送前に発
生し、順方向及び逆方向断続送信パターンを等間隔に設定した場合を示したものである。
【００８７】
前記図１１Ｅを参照すると、隣接した二つのスロットでｎ番目スロットのパイロットシン
ボルとｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定
する。例えば、ゲーティング率が１／２である場合に、スロット番号１のパイロットシン
ボルと、スロット番号２のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単
位に設定される。ゲーティング率が１／４である場合に、スロット番号２のパイロットシ
ンボルと、スロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信
単位に設定される。ゲーティング率が１／８である場合に、スロット番号６のパイロット
シンボルと、スロット番号７のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送
信単位に設定される。
【００８８】
また、現在フレームの最後のスロットに次フレームの一番目スロットを電力制御するため
のＴＰＣを位置させるようになっていることが分かる。即ち、スロット番号１５(１６番
目のスロット)に順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨのＴＰＣと逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨのＴ
ＰＣが同時に位置している。前記図１１Ｅは順方向ＤＰＣＣＨのＴＰＣが１／２ゲーティ
ング率に対するスロット１５に位置しないことを示す図である。
【００８９】
図１２Ａは本発明の第３実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。前記図１２Ａは順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信のためのゲーティング
率(Gating Rate)が１／３である場合、即ち、全体電力制御群中で１／３の電力制御群に
該当する部分で断続送信が起こる場合を示した図である。全体１５個の電力制御群中で５
個の電力制御群に該当する部分で断続送信が起こるものである。この時、順方向ＤＰＣＣ
Ｈの断続送信単位はスロット単位ではないものとして設定される。即ち、隣接した二つの
スロットで予め決定されたｎ番目スロットのパイロットシンボルとｎ＋１番目スロットの
ＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定する。これは、前記パイロッ
トシンボルがＴＦＣＩ及びＴＰＣを検出するためのチャネル推定のため使用されるためで
ある。
【００９０】
前記図１２Ａの＜ケース１＞は断続送信が始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨと順方向
(Downlink)ＤＰＣＣＨが同時に伝送され、順方向と逆方向断続送信パターンが等間隔で設
定された場合を示したものである。この時、隣接した二つのスロットであるスロット番号
１のパイロットシンボルとスロット番号２のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣ
ＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号４のパイロットシンボルとスロット番号５
のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット
番号７のパイロットシンボルとスロット番号８のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)Ｄ
ＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号１０のパイロットシンボルとスロット
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番号１１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、
スロット番号１３のパイロットシンボルとスロット番号１４のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向
(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定された。
【００９１】
＜ケース２＞は断続送信が始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlin
k)ＤＰＣＣＨの伝送前に発生する場合を示したものである。この時、隣接した二つのスロ
ットであるスロット番号０のパイロットシンボルとスロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが
順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号３のパイロットシ
ンボルとスロット番号４のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単
位に設定され、スロット番号６のパイロットシンボルとスロット番号７のＴＦＣＩ、ＴＰ
Ｃが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号９のパイロッ
トシンボルとスロット番号１０のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定され、スロット番号１２のパイロットシンボルとスロット番号１３のＴＦ
ＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。
【００９２】
＜ケース３＞は断続送信が始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlin
k)ＤＰＣＣＨの伝送前に発生した場合を示したものである。この時、隣接した二つのスロ
ットであるスロット番号１のパイロットシンボルとスロット番号２のＴＦＣＩ、ＴＰＣが
順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号４のパイロットシ
ンボルとスロット番号５のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単
位に設定され、スロット番号７のパイロットシンボルとスロット番号８のＴＦＣＩ、ＴＰ
Ｃが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号１０のパイロ
ットシンボルとスロット番号１１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断
続送信単位に設定され、スロット番号１３のパイロットシンボルとスロット番号１４のＴ
ＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。
【００９３】
＜ケース４＞は断続送信が始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlin
k)ＤＰＣＣＨの伝送後に発生する場合を示したものである。この時、隣接した二つのスロ
ットであるスロット番号１４のパイロットシンボルとスロット番号０のＴＦＣＩ、ＴＰＣ
が順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号２のパイロット
シンボルとスロット番号３のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信
単位に設定され、スロット番号５のパイロットシンボルとスロット番号６のＴＦＣＩ、Ｔ
ＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号８のパイロ
ットシンボルとスロット番号９のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定され、スロット番号１１のパイロットシンボルとスロット番号１２のＴＦ
ＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。
【００９４】
＜ケース５＞は断続送信が始まる時、逆方向(Uplink)ＤＰＣＣＨの伝送が順方向(Downlin
k)ＤＰＣＣＨの伝送後に発生する場合を示したものである。この時、隣接した二つのスロ
ットであるスロット番号０のパイロットシンボルとスロット番号１のＴＦＣＩ、ＴＰＣが
順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号３のパイロットシ
ンボルとスロット番号４のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単
位に設定され、スロット番号６のパイロットシンボルとスロット番号７のＴＦＣＩ、ＴＰ
Ｃが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号９のパイロッ
トシンボルとスロット番号１０のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続
送信単位に設定され、スロット番号１２のパイロットシンボルとスロット番号１３のＴＦ
ＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定される。
【００９５】
図１２Ｂは本発明の第７実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。前記図１２Ｂは順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信のためのゲーティング
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率(Gating Rate)が１／５である場合、即ち、標準の全体電力制御群のうち、１／５の電
力制御群に該当する部分で断続送信が遂行される場合を示した図である。標準の全体１５
個の電力制御群中で３個の電力制御群に該当する部分で送信が遂行されるものである。こ
の時、順方向ＤＰＣＣＨの断続送信単位はスロット単位ではないものとして設定される。
即ち、隣接した二つのスロットで予め決定されたｎ番目スロットのパイロットシンボルと
ｎ＋１番目スロットのＴＦＣＩ、ＴＰＣを順方向ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定する。
これは、前記パイロットシンボルはＴＦＣＩ及びＴＰＣを検出するためのチャネル推定の
ため使用されるためである。
【００９６】
前記図１２Ｂを参照すると、隣接した二つのスロットであるスロット番号３のパイロット
シンボルとスロット番号４のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信
単位に設定され、スロット番号８のパイロットシンボルとスロット番号９のＴＦＣＩ、Ｔ
ＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの断続送信単位に設定され、スロット番号１３のパイ
ロットシンボルとスロット番号１４のＴＦＣＩ、ＴＰＣが順方向(Downlink)ＤＰＣＣＨの
断続送信単位に設定される。
【００９７】
図１２Ｃは本発明の第８実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図である。
【００９８】
前記図１２Ｃを参照すると、断続送信パターンは断続送信時、逆方向ＤＰＣＣＨの最後の
電力制御群を断続送信しないことと設定される。このような断続送信パターンは基地局で
チャネル推定を遂行する時、フレームの最後の電力制御群のパイロットシンボルを使用す
ることができるので、チャネル推定性能が優れている。また、基地局で移動局が送信した
ＦＢＩビットをプロセシングするのにかかる時間を増加させることができる。
【００９９】
図１２Ｄは本発明の第９実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示した
図であり、断続的送信を遂行する間、順方向メッセージ送信による断続送信パターンを示
している。
【０１００】
前記図１２Ｄを参照すると、順方向メッセージが送信されるフレーム区間の間(ＤＰＤＣ
Ｈ伝送区間)にパイロット及びＴＦＣＩは断続送信を中断し、ＴＰＣのみを断続パターン
に従って続けて断続送信する。順方向データ(メッセージ)が送信されない区間では、ＴＰ
ＣのみならずパイロットシンボルとＴＦＣＩも断続送信される。前記パイロットシンボル
は０番、３番、６番、９番、１２番スロットのみで送信され、ＴＦＣＩ及びＴＰＣは１番
、４番、７番、１０番、１３番スロットのみで送信される。このように断続的送信の遂行
中、順方向データが送信される場合に、パイロットシンボルとＴＦＣＩはスロットごとに
送信されるが、ＴＰＣは１番、４番、７番、１０番、１３番スロットのみで送信される。
これによって断続的送信の遂行中に順方向伝送データが発生しても電力制御レートは維持
される。
【０１０１】
図１２Ｅは本発明の第１０実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示し
た図であり、制御維持副状態で断続的送信の遂行中、逆方向メッセージ送信による断続送
信パターンを示している。逆方向データ(メッセージ)が送信されない区間では、ＴＰＣ及
びＦＢＩのみならず、パイロットシンボル及びＴＦＣＩも断続送信される。前記パイロッ
トシンボル、ＴＦＣＩ、ＦＢＩ、ＴＰＣは２番、５番、８番、１１番、１４番スロットの
みで送信される。このように断続的送信の遂行中に順方向データが送信される場合に、パ
イロットシンボルとＴＦＣＩはスロットごとに送信されるが、ＴＰＣとＦＢＩは２番、５
番、８番、１１番、１４番スロットのみで送信される。これによって断続的送信の遂行中
に逆方向送信データが発生しても電力制御レートは維持される。
【０１０２】
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前記図１２Ｄ及び図１２Ｅに示されたように、本発明は逆方向メッセージが送信されるＤ
ＰＤＣＨ伝送区間の間に、パイロット及びＴＦＩＣは断続送信を中断し、ＦＢＩ及びＴＰ
Ｃを断続パターンに従って続けて送信することもできる。
【０１０３】
【発明の効果】
上述したように本発明は、基地局での同期再捕捉時間を最小化するとともに、逆方向ＤＰ
ＣＣＨの連続的な送信による干渉増加及び移動局使用時間の減少、順方向リンクへの逆方
向電力制御ビット送信による干渉増加などを最小化させることにより、容量を増大させる
ことができる効果がある。
【０１０４】
以上、本発明の望ましい実施形態を参照して説明したが、本発明はこれらに限るものでな
く、各種の変形が特許請求の範囲により決められる本発明の思想及び範囲を逸脱しない限
り、当該技術分野における通常の知識を持つ者により可能なのは明らかである。
【図面の簡単な説明】
【図１Ａ】　パケットデータサービスのための状態遷移図である。
【図１Ｂ】　ＤＣＨ／ＤＣＨ状態内の使用者データ活性副状態と制御維持副状態間の状態
遷移図である
【図２Ａ】　順方向ＤＰＤＣＨとＤＰＣＣＨのスロット構成図である。
【図２Ｂ】　逆方向ＤＰＤＣＨとＤＰＣＣＨのスロット構成図である。
【図３Ａ】　従来の基地局送信装置の簡略な構成図である。
【図３Ｂ】　従来の移動局送信装置の簡略な構成図である。
【図４Ａ】　本発明の一実施形態による基地局送信装置の構成図である。
【図４Ｂ】　本発明の一実施形態による移動局送信装置の構成図である。
【図５Ａ】　従来の制御維持副状態での逆方向ＤＰＤＣＨの伝送が中断された場合の順方
向ＤＰＣＣＨ及び逆方向ＤＰＣＣＨの信号送信を説明した図である。
【図５Ｂ】　従来の制御維持副状態での順方向ＤＰＤＣＨの伝送が中断された場合の順方
向ＤＰＣＣＨ及び逆方向ＤＰＣＣＨの信号送信を説明した図である。
【図６Ａ】　本発明の一実施形態による逆方向ＤＰＣＣＨの規則的、または断続的送信パ
ターンによる信号送信方法を示した図である。
【図６Ｂ】　本発明の一実施形態による逆方向ＤＰＣＣＨの規則的、または断続的送信パ
ターンによる他の信号送信方法を示した図である。
【図７Ａ】　本発明の一実施形態による断続モードで逆方向ＤＰＣＣＨを断続的送信する
間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生する場合の信号送信方法を示した図である。
【図７Ｂ】　本発明の一実施形態による断続モードで逆方向ＤＰＣＣＨを断続的送信する
間、逆方向ＤＰＤＣＨメッセージが発生する場合、他の信号送信図である。
【図８Ａ】　本発明の一実施形態による順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、順方向及び逆方
向リンクの信号送信方法を示した図である。
【図８Ｂ】　本発明の一実施形態による逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、順方向及び逆方
向リンクの信号送信方法を示した図である。
【図８Ｃ】　本発明の一実施形態による順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、順方向及び逆方
向リンクの信号送信方法を示した他の図である。
【図８Ｄ】　本発明の一実施形態による逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時、順方向及び逆方
向リンクの信号送信方法を示した他の図である。
【図９Ａ】　本発明の一実施形態による順方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時(順方向ＤＰＣＣ
Ｈの断続的送信)、順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示した図である。
【図９Ｂ】　本発明の一実施形態による逆方向ＤＰＤＣＨの伝送中断時(順方向ＤＰＣＣ
Ｈの断続的送信)、順方向及び逆方向リンクの信号送信方法を示した図である。
【図１０Ａ】　本発明の他の実施形態による基地局送信装置の構成図である。
【図１０Ｂ】　本発明の他の実施形態による移動局送信装置の構成図である。
【図１１Ａ】　本発明の第１実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
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【図１１Ｂ】　本発明の第２実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１１Ｃ】　本発明の第３実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１１Ｄ】　本発明の第４実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１１Ｅ】　本発明の第５実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１２Ａ】　本発明の第６実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１２Ｂ】　本発明の第７実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１２Ｃ】　本発明の第８実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１２Ｄ】　本発明の第９実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を示
した図である。
【図１２Ｅ】　本発明の第１０実施形態による順方向及び逆方向ＤＰＣＣＨの断続送信を
示した図である
。
【符号の説明】
１１１、１１４、１１７、１２０、１２１、１２２、１２６、１３１、１３２、１３５、
１３６、１３７、１３８、２１１、２１２、２１５、２２１，２２２、２２３、２２４、
２２５、２２６、２３１　乗算器
１１２　マルチプレクサー(多重化器)
１１３、１３３、１３４　直並列変換器
１１５、１１６、１２３、１２７、２１３、２１４、２１８、２２７　合算器
１１８、２２９　信号分離器
１１９、１２５、２１６、２３０　低域ろ波器
１２４、２２８　位相遷移器
２４１　断続的送信制御器
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【図７Ｂ】 【図８Ａ】
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【図８Ｄ】 【図９Ａ】
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【図１０Ｂ】 【図１１Ａ】
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